
 

厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 

 

 

精神保健・福祉に関するエビデンスのプラットフォーム構築及び 

精神科長期入院患者の退院促進後の予後に関する検討のための研究 

（19GC1010） 
 

 

 

 

令和 3 年度 総括・研究分担報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究代表者：佐藤さやか 

（国立精神・神経医療研究センター 精神保健研究所） 

令和 4（2022）年 3 月 



厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 

 

 

精神保健・福祉に関するエビデンスのプラットフォーム構築及び 

精神科長期入院患者の退院促進後の予後に関する検討のための研究 

（19GC1010） 
 

令和 3 年度 総括・研究分担報告書 

 

目次 

 

Ⅰ 総括研究報告  

精神保健・福祉に関するエビデンスのプラットフォーム構築及び精神科長期入院患者の退

院促進後の予後に関する検討のための研究 

  （研究代表者）佐藤さやか    ・・・・・1  

 

Ⅱ 研究分担報告  

１．精神科長期入院患者の退院促進後の予後に関するシステマティックレビュー  

（研究分担者）中西 三春     ・・・・・5 

 

2．精神保健医療福祉に関するエビデンスの提供と普及を目指した WEB ページの構築と運用 

     （研究分担者）山口 創生      ・・・・15  

 

3．精神保健医療福祉システムのステークホルダーが求めるエビデンスの提示方法に関する検討 

      （研究分担者）藤井 千代      ・・・・25 

 

Ⅲ 研究成果の刊行に関する一覧表  

      ・・・・35 

 



- 1 - 

 

厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 
総括研究報告書 

 

精神保健・福祉に関するエビデンスのプラットフォーム構築及び 

精神科長期入院患者の退院促進後の予後に関する検討のための研究 

 

研究代表者 佐藤さやか（国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所） 

 

要旨 

本研究の目的は国内の実践家が効果的な実践を行うための支援として、1）精神保健

福祉サービスの効果等についてのエビデンスの収集及び分類、専門的知見を介した信頼

性等の評価、2) 国内外の調査・研究等のシステマティックレビュー（Systematic 

review：SR）の実施、３）1)２）の結果等を容易に入手可能な日本語プラットフォーム

の構築、を行うことであった。 

SRについて最終的に英文 3編、和文 2編が組み入れとなった。これらの論文につい

て ROBINS-Iを用い Risk of bias評価およびデータ抽出を実施し、内容を精査した結

果、統合失調症をもつ 1年以上の長期入院患者の 4-10年間の再入院率は約 60％であっ

た。また指標入院と比べて再入院の入院期間は短いことが明らかとなった。この結果か

ら、これまで脱施設化や地域移行の先達として研究者や行政が参考にしてきた米国、英

国、西欧のような地域だけでなく、同時代に同じ課題を抱える東欧などの地域と情報交

換をすることで 2020年代にマッチした地域移行支援の枠組み構築に資する可能性が見

いだされた。 

プラットフォーム構築について令和３年７月に「こころとくらし」と命名したWeb

サイトを一般公開した。令和４年５月現在、34の支援技法、および 2つの疑問について

エビデンス紹介ページが公開されている。グループインタビュー参加者を招いた報告会

や学会発表、その他関係団体への広報、関係サイトとの相互リンクなどを行い、現在の

総閲覧回数は 3.8万回、ユーザー数は 9,899であった。閲覧者によるアンケートの回答

は概ね好意的であった。広く利活用されることを目指したサイトの運用については、コ

ンテンツの追加作業の頻度の検討、無料のアクセス解析ツールの活用、外部有識者への

コンサルテーション依頼などの工夫を行った。 

本研究のうち、SRの結果から、これまで脱施設化や地域移行の先達として研究者や

行政が参考にしてきた米国、英国、西欧のような地域だけでなく、同時代に同じ課題を

抱える東欧などの地域と情報交換をすることで 2020年代にマッチした地域移行支援の

枠組み構築に資する可能性が見いだされた。またプラットフォームの構築は「研究成果

の臨床実践への還元や普及を目指す実装科学」や「医学研究・臨床試験における患者・

市民参画（Patient and Public Involvement：PPI）」の推進の一助となり得ると考えら

れた。また行政的観点からもプラットフォームの利活用によって、多様な立場の支援者

が地域精神科医療に関する科学的根拠にアクセスしやすくなり、支援の際に活用可能と

なる。これらの実践の積み重ねにより望ましい「精神障害にも対応する地域包括ケアシ

ステム」の普及・促進に資することができる。 
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A.研究の背景と目的 

英国の NICEガイドラインなど、厳密な

手法でエビデンスを収集し、関係者の合意

に元に定められた診療ガイドラインが国際

的には医療/保健の支援現場や医療経済に

大きな影響を与えるようになっている（藤

井，2016）。他方、わが国の精神保健領域

においては、依然として支援者の経験則が

提供される支援の根拠となっている場面が

散見される。この背景に、①国内の望まし

い実践（Good practice: GP）に関する資

料が広く共有されていない、②海外のエビ

デンスに関する情報発信が少ない、の 2点

があることが推察される。①については研

究活動の一環としてとして展開された GP

は実践家にとってはなじみが薄く、また実

践家自身からの発信は事例報告が多いため

に、システム全体の均てん化に必要な情報

に乏しい、といった要因が関係していると

思われる。②については厳密な手法を用い

た研究の多くが英語の医学データベースに

掲載されているため、情報のアクセシビリ

ティに問題がある。そこで本研究では国内

の実践家が効果的な実践を行うための支援

として、1）精神保健福祉サービスの効果

等についてのエビデンスの収集及び分類、

専門的知見を介した信頼性等の評価、2) 

国内外の調査・研究等のシステマティック

レビュー（Systematic review：SR）の実

施、３）1)２）の結果等を容易に入手可能

な日本語プラットフォームの構築、を行う

ことを目的とする。 

 

B.方法 

1．中西分担研究班 

分担研究者を含む 8名のレビューアーで

作業チームを構成し、システマティックレ

ビューのレポーティングガイドラインであ

る PRISMA 声明（2020）に従って、精神

科長期入院患者の退院後の予後に関するシ

ステマティックレビューを行った。 

 

2．藤井分担研究班 

1）エビデンス紹介ページの作成 

 地域精神保健で用いられる支援技法を取

り上げ、１支援技法につき１ページ、エビ

デンスを紹介するページを作成した。「入

院は短いほうがいいの？」などの疑問につ

いても、同様にエビデンス紹介ページを作

成した。紹介ページではイラストや平易な

文章を用い、エビデンス紹介部分ではコク

ランレビューの結果は早見表とその説明、

留意点の説明、引用情報で構成した。肯定

的な結果には笑顔のアイコン（緑）、群間

に差がなかった場合は無表情のアイコン

（黄）を添えるなど、情報を把握しやすく

する工夫を行った。 

2）Q&Aページの作成 

 エビデンスという言葉の意味や、よくあ

る疑問に対する回答を掲載した「エビデン

スに関する Q&A」というページを作成し

た。グループインタビューで明らかになっ

た、ステークホルダーが持つエビデンスへ

の抵抗感をできる限り払拭し、エビデンス

をどのように解釈し利用するべきかについ

て、指針を示すような内容を心掛けてペー

ジを作成した。 

3）その他のページの作成 

 「このWebサイトについて」、「用語

集」、「アンケート」、「お問い合わせ」の各

ページを作成した。「このWebサイトにつ

いて」では、サイトの目的や活用例に加

え、エビデンス紹介ページの早見表の見方

を掲載した。「用語集」では、市民に馴染

みがないと思われる「アウトカム」「組み

入れ研究（数）」などの用語を説明した。 

4）アンケート集計およびアクセス解析 

 アンケートに寄せられた回答を集計し

た。また、Google Analyticsを用いてサイ

トのアクセス解析を行った。 

 

3．山口分担研究班 



- 3 - 

 

1）サイト構造の検討 

令和元年度に実施したグループインタビ

ューの結果を踏まえて、サイト構造を検討

した。この結果、段階的な情報の提示が有

用であるとの意見が寄せられたため、閲覧

者の属性や目的に応じた「段階的な情報の

提示」をサイト構造の方針とした。サイト

構造の検討および設計は、精神保健領域の

研究者 4名で実施した。経験年数の内訳は

1年 1名、9年 1名、15年以上 2名であっ

た。 

2）運用方法の検討 

持続可能性を踏まえたサイトの運用方法

として、①コンテンツの追加作業の検討、

②サイト制作を担当する研究協力者との連

携、③リンク・著作物使用手続きに関する

ページの追加の 3点が必要であることを確

認し、それぞれについて作業を進めるとと

もにマニュアル化を試みた。 

 

C.結果 

1．中西分担研究班 

論文検索をした結果、PsycINFO で

1,858編、CINAHL で 1,173編、

MEDLINE で 4,256編、Web of science

で 3,829編、医中誌で 883編の論文がヒッ

トした。重複と撤回を除いた 10,464編が

一次の対象となった。2人 1組、合計 4組

のレビューワーによってアブストラクトを

精査した結果、481編が二次スクリーニン

グの対象となった。二次スクリーニングを

経て残った英文 3編、和文 1編に加えて、

これらの文献のリファレンスチェックによ

り和文 1編が追加され、最終的に英文 3

編、和文 2編が組み入れとなった。これら

の論文について ROBINS-Iを用い Risk of 

bias評価およびデータ抽出を実施した。論

文の内容を精査した結果、統合失調症をも

つ 1年以上の長期入院患者の 4-10年間の

再入院率は約 60％であった。また指標入

院と比べて再入院の入院期間は短いことが

明らかとなった。 

 

2．藤井および山口分担研究班 

 令和３年７月に「こころとくらし」Web

サイトを一般公開した。令和４年５月現

在、34の支援技法、および 2つの疑問に

ついてエビデンス紹介ページが公開されて

いる。グループインタビュー参加者を招い

た報告会や学会発表、その他関係団体への

広報、関係サイトとの相互リンクなどを行

い、現在の総閲覧回数は 3.8万回、ユーザ

ー数は 9,899であった。閲覧者によるアン

ケートの回答は概ね好意的に評価であっ

た。また、過半数の回答者がサイトは科学

的根拠の理解に役立ったと回答し、エビデ

ンス情報をわかりやすく伝えるという目的

を「こころとくらし」が果たし得ることが

確認された。 

広く利活用されることを目指したサイト

の運用については、コンテンツの追加作業

の頻度の検討、無料のアクセス解析ツール

の活用、外部有識者へのコンサルテーショ

ン依頼などの工夫を行った。本研究により

見出された工夫点は、他分野における情報

プラットフォーム構築を目指す今後の研究

に貢献する基礎情報となり得ると考えられ

た。 

 

D.考察 

 SRの結果から、これまで脱施設化や地

域移行の先達として研究者や行政が参考に

してきた米国、英国、西欧のような地域だ

けでなく、同時代に同じ課題を抱える東欧

などの地域と情報交換をすることで 2020

年代にマッチした地域移行支援の枠組み構

築に資する可能性が見いだされた。またプ

ラットフォームの構築によって学術的には

近年がんや慢性疾患の領域で重要性が指摘

され、精神科医療においても注目が高まっ

ている「研究成果の臨床実践への還元や普

及を目指す実装科学」や「医学研究・臨床
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試験における患者・市民参画（Patient 

and Public Involvement：PPI）」の推進

の一助となり得る。行政的には第 7次医療

計画に謳われる「精神障害にも対応する地

域包括ケアシステム」は、精神障害者への

地域ケアの提供が前提となっている。他

方、効果的な地域移行/地域定着および地

域ケアに関す科学的根拠を一定の基準で示

したプラットフォームはこれまで作成され

てこなかった。また、医療と福祉あるいは

医療関係者であっても職種が異なる場合

に、効果的な地域ケアについて異なるイメ

ージを抱いている可能性もある。本研究を

実施することで、多様な立場の支援者が地

域精神科医療に関する科学的根拠にアクセ

スしやすくなり、支援の際に活用可能とな

る。これらの実践の積み重ねにより「精神

障害にも対応する地域包括ケアシステム」

の促進に資することができる。 

 

E.健康危険情報 

なし 

 

F.研究発表 

1.論文発表 

・Nakanishi M, Richards M, Stanyon D, 

Yamasaki S, Endo K, Sakai M, Yoshii 

H, Nishida A. Adolescent Carers' 

Psychological Symptoms and Mental 

Well-being During the COVID-19 

Pandemic: Longitudinal Study Using 

Data from the UK Millennium 

Cohort Study. Journal of Adolescent 

Health, in revision. 

・Igarashi M, Yamaguchi S, Kawaguchi 

T, Ogawa M, Sato S, Fujii C. Outcomes 

frequently specified in Cochrane 

reviews of community-based 

psychosocial interventions for adults 

with severe mental illness: A 

systematic search and narrative 

synthesis. Neuropsychopharmacol Rep. 

41: 459– 463. 2021 DOI: 

10.1002/npr2.12216 

・佐藤さやか：精神科領域における患者報

告アウトカム・患者市民参画．こころの

科学 219，2-7，2021.9. 

2.学会発表 

・佐藤さやか・五十嵐百花・川口敬之・山

口創生 こころとくらし（略称ここく

ら）WEBサイトのご紹介．

TOGETHER ＆ ここくら 研究成果報

告会 2021年 3月 20日． 

・山口創生：研究と実践がつながるためへ

の第 1歩:研究を専門とする者の立場か

らの一見解．第 28回日本精神障障害者

リハビリテーション学会愛知大会，オン

ライン，2021.12.11 

・佐藤さやか、川口敬之、五十嵐百花、小

川亮、山口創生、藤井千代：精神障害当

事者の地域生活にかかわる研究結果紹介

サイト「こころとくらし（略称：ここく

ら）」の開発．第 28回日本精神障障害者

リハビリテーション学会愛知大会，オン

デマンド配信，2021.12.11-2022.1.31 

・佐藤さやか、中西三春、小川亮、阿部真

貴子、安間尚徳、河野稔明、五十嵐百

花、山口創生：精神科長期入院患者の退

院後の転帰に関するシステマティックレ

ビュー．第 117回日本精神神経学会学術

総会，京都，2021.9.20. 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得 

なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

なし 
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厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 
精神保健・福祉に関するエビデンスのプラットフォーム構築及び 
精神科長期入院患者の退院促進後の予後に関する検討のための研究 

分担研究研究報告書 

 

精神科長期入院患者の退院促進後の予後に関する 

システマティックレビュー 

 

研究分担者：中西 三春 （東北大学医学部・医学系研究科 精神看護学分野） 

研究協力者：佐藤さやか （国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所 地域・司法

精神医療研究部） 

要旨 

目的：本研究の目的は統合失調症をもつ人の長期入院後の転帰について、primary 

outcome を再入院率としたシステマティックレビューを行うことであった。 

方法：Participants を 18-64 歳までの重症精神障害（統合失調症、双極性障害、大うつ

病）をもつ人、Exposure を long-term（more than 1 year）for psychiatric 

hospitals/wards、Outcome を再入院の有無、入院日数/地域滞在日数、就労/学校等の社

会参加と定めて MEDLINE、PsycINFO、Web of Science、CINAHL、医中誌を用いて

観察研究および RCT デザインの介入研究について論文検索を行った。 

結果：論文検索の結果、英文 3 編、和文 2 編合計 5 編（n=2,424）が組み入れ対象とな

った。統合失調症をもつ 1 年以上の長期入院患者の 4-10 年間の再入院率は約 60％であ

った。指標入院と比べて再入院の入院期間は短く、病院から地域に退院することは患者

の社会的機能や主観的報告の向上など、精神症状とは異なる重要な臨床アウトカムの改

善に寄与することが示唆された。 

結論：医療関係者がもつ傾向のある「長期入院患者が安易に退院すると、その後回転ド

ア現象おこり、結果的に長期間入院することになる」というような懸念は、杞憂である

ことが改めて示唆された。将来、より厳密な方法を用い、また就労や就学などパーソナ

ルリカバリーに関する Outcome を取り入れたコホート研究の実施が望まれる。 

A.研究の背景と目的 

 過去 30 年間において、日本の精神保健

医療サービスは、入院治療中心から地域ケ

ア中心へと徐々に移行しはじめている。例

えば、新規入院患者の約 90%が 1 年以内

に退院している 1）。この変化は、精神疾患

を持ちながら地域に住む患者が増加してい

ることを意味する。しかし国内ではなお、

再入院や回転ドア現象による入退院の繰り

返し、精神障害の重症化によるホームレス

化や受刑などを理由に、特に長期入院患者

の地域移行に対して医療関係者から懸念が

示されることが少なくない。 

 他方、英米を中心として諸外国ではすで

に「脱施設化」「地域へ再参加」などの名

称で精神科長期入院患者の地域移行は完了

しており、この過程で実施された多くの研

究でその転帰についても検討されている。 

 今後、我が国の精神保健医療が本格的な

地域ケア時代を迎えるにあたり、これまで

の知見を整理することは、「精神障害にも

対応する地域包括ケアシステム」のような

新しい地域生活支援システムの構築にも有

用であると思われる。 
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そこで本研究では、国内外の精神科長期

入院患者の退院後の転帰、特に長期フォロ

ーにおける再入院率を主要アウトカムとす

るシステマティックレビューを実施するこ

とを目的とする。 

 

B.方法 

システマティックレビューの最新のレポ

ーティングガイドラインである PRISMA 

声明（2020）2）に従って、精神科長期入院

患者の退院後の予後に関するシステマティ

ックレビューを行った。 

論文検索について、英文は Web of 

science、PsycINFO、CINAHL、

MEDLINE、和文は医中誌を用いて行っ

た。  

検索に用いる PE（C）OS は以下のよう

に設定した。 

・P：Adults with SMI 

※ただし下記を除外 

elderly（高齢）, children（小児）, 周

産期（産後うつ等）、F0 のみ(認知症)、

F1 のみ（依存症）、F4 のみ（神経症）、

F50 のみ（摂食障害）、F6 のみ（人格障

害）、F7 のみ（知的障害）、F8 のみ（発

達障害） 

※年齢は 16-64 歳とした。 

・E：long-term（1 年以上） for 

psychiatric hospitals/wards 

・O：再入院の有無 ＋ 入院日数/地域滞

在日数 ＋ 就労/学校等の社会参加

（含まれていれば収集：症状・機能・

QOL/well-being） 

・S：observation＋RCT  

※ただし右記を除外 

Multiple waves cross-sectional 

 各データベースごとの検索式を資料１に

示す。検索では自動検索を用いず、すべて

人の手で実施した。最終検索日は 2022 年

2 月 1 日であった。レビューについて

UMIN 臨床試験登録システム登録した

（UMIN000040254）。 

 

C.結果 

 論文検索をした結果、PsycINFO で

1,858 編、CINAHL で 1,173 編、

MEDLINE で 4,256 編、Web of science

で 3,829 編、医中誌で 883 編の論文がヒッ

トした。重複と撤回を除いた 10,464 編が

一次の対象となった。2 人 1 組、合計 4 組

のレビューワーによってアブストラクトを

精査した結果、481 編が二次スクリーニン

グの対象となった。二次スクリーニングを

経て残った英文 3 編、和文 1 編に加えて、

これらの文献のリファレンスチェックによ

り和文 1 編が追加され、最終的に英文 3

編、和文 2 編が組み入れとなった。論文検

索にかかる PRISMA 2020 Flow Diagram

を Figure1 に示す。 

組み入れ論文について the risk of bias 

in non-randomized studies of 

interventions (ROBINS-I）3)を用いて

Risk of bias 評価およびデータ抽出を行っ

た。この結果、5 編中 4 編が「Critical」、

1 編が「Serious」であった。ROBIN-I に

よる Risk of bias 評価を Table 1 に示す。 

また組み入れ論文の要約をを Table 2 に

示す。 

Okin et al(1995)は 1980-86 年にかけて

州立病院からグループホームに退院した慢

性精神疾患患者 72 名のうち追跡可能だっ

た 53 名（平均年齢：37.6 士 14.2 歳；男

性 31 名、女性 22 名）を対象として前向き

の縦断調査を行った。調査の結果、再入院

率は 55％、再入院回数は 1 年あたり 0.46

±0.39 回であった。また指標入院と比べ

て、入院期間は短縮していた（平均 70.5±

95 .6 日/1 年）。2 名の長期入院者のため平

均日数が延びているが、再入院した対象者

の再入院期間は指標入院の入院期間の

11％にとどまっていた。フォローアップ時

に入院中のものは 6 名（うち 2 名が司法病
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棟）、収監中のものは 1 名だった。指標入

院からの退院時と比べて、対象者の他者評

価による社会的機能、言語的コミュニケー

ション、自己評価による QOL の向上が見

られた 4）。 

Marom et al.(2005)は 1993 年 3 月-94

年 9 月にかけて公立メンタルヘルスセンタ

ーの急性期閉鎖病棟に新規に入院した統合

失調症圏の患者 108 名（平均年齢：35.4±

10.8 歳；男性 61 名、女性 47 名）につい

てナチュラルコホート研究を実施した。指

標入院からの退院時に家族の Expressed 

Emotion（EE）5）を測定し、その後 7 年

間の追跡調査を実施した。この結果、対象

者全体の再入院率は 63.9％であった。また

退院時の家族の家族の Criticism 得点が高

く、患者のコンプライアンスの程度が低い

群でもっとも再入院が多かった。再入院か

ら退院後の 2 回目の再入院も同様の傾向を

示していた 6）。 

Winkler et al.(2016)は National data 

base を用いた転帰調査を行っている。

1998 年から 2012 年の間にチェコ共和国全

域の精神科入院機関から退院した統合失調

症患者のうち、入院機関が 1 年以上の成人

統合失調症患者 2197 名（男性 1395 名、

女性 802 名）について転帰調査が実施さ

れた。調査の結果、退院後 2 週間以内の再

入院は 327 名 (14.88%)、1 年以内の再入

院は 4 割弱であった。退院時に収集した各

変数を説明変数、再入院の有無を目的変数

としてロジスティック回帰分析を行った結

果、独身と比べた際の離婚状態（OR 1.49, 

CI: 1.04-2.11, p<0.028) 、自宅への退院と

比べた場合の医師の助言に従わない退院

（OR 5.27, CI:3.77-7.35, p<0.001)、2 年

以内の入院期間と比べた場合の 2 年以上の

入院（例えば 10-15 年のバンドでは OR 

3.02, CI:1.49- 6.13, p< 0.002）について、

再入院が有意に多かった。ただ入院期間に

ついては 15 年を超えるとこの傾向は消失

していた（15-20 年のバンドでは OR 1.26, 

CI: 0.27- 5.79, p< 0.765）。また、自宅への

退院と比べた場合、Social care facility へ

の退院（OR 0.09, CI: 0.05-0.15, 

p<0.001）は再入院が有意に少なかった

7）。 

樋口・林 (1996)は 1986 年から 1990 年

までに単一の公立精神科病院から退院した

統合失調症患者 155 名のうち、死亡による

退院 59 名（38.1％）を除き、退院後も同

じ精神科病院で外来を継続した 43 名（平

均年齢：46.3±13.6 歳；男性 20 名、女性

23 名）について追跡調査を実施した。追

跡期間を対象者によって異なり 4-8 年であ

った。追跡調査開始から 6 年間の累積非再

入院率は 1 年目 81.2%、2 年目 71.4%、3

年目 66.7%、4 年目 63.4%、5 年目

51.2%、6 年目 46.3％であった。また退院

から 1994 年までに再入院を経験したもの

は 22 名（51.2％）、再入院の平均入院日数

は 826 士 715 日であった。再入院に関連

する要因として退院時に同居家族がいない

こと、指標入院の長期化の理由が家族の感

情的反発があること、身体合併症があるこ

と、攻撃的・暴力的行動があることだった

こと、などが挙げられている。退院時の就

労状況はフルタイム就労が 3 名（7.0％）、

保護的就労もしくはデイセンターへの通所

が 16 名（37.2％）、いずれも無しが 24 名

（55.8％）であった 8）。 

緒方ら（1997）は 1988 年から 1993 年

までに単一の私立精神科病院から退院した

統合失調症患者に対する訪問看護の効果を

検討している。この過程で同時期に退院

し、訪問看護を含めた精神科リハビリテー

ションをまったく受けなかったもの 10 名

を対照群として追跡調査している。10 名

のうち指標入院が 1 年以上だったものは 4

名であり、退院前 2 年間の平均入院日数は

543±150 日、退院後 2 年間の平均入院日

数は 350±105 日であった。退院前と比べ
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て退院後の平均入院日数は約 64％にとど

まっていた 7）。 

 

D.考察 

各論文の知見から長期入院の統合失調症

圏患者を 4-10 年程度追跡した場合の再入

院率は 6 割ほどであること、再入院期間は

指標入院よりは短くなることが示唆され

た。これは脱施設化が完了した国（米国）

と地域ケアシステムが確立していない国

（チェコ、イスラエル、日本）に共通した

知見であった。 

個別の研究を見ると脱施設化が完全に終

わった後の 1990 年代に米国において、退

院後の対象者の他者評価による社会的機

能、言語的コミュニケーション、自己評価

による QOL の向上が見られたことは、施

設症に関連する多くの先行研究と一貫した

結果であり 10）、統合失調症の治療におい

て長期入院よりも地域ケアによる支援が望

ましいことが改めて示された。またイスラ

エルにおける研究は再入院に対する家族の

EE の寄与について検討しており、特に

「敵意」（Criticism）が当事者の再入院に

対して影響が大きいことを示唆していた。

統合失調症に対する地域生活支援に関する

心理社会的技法のうち、現状でもっとも強

力なエビデンスをもつ技法の 1 つである家

族心理教育 11）の一層の推進のための論拠

となりうる知見と言える。 

チェコ共和国での研究は中央登録システ

ムを用いたビックデータ解析であったた

め、対象者の詳しい臨床像などを知ること

は難しい。しかし全国規模のコホートで統

合失調症をもつ成人の転帰を明らかにした

意義は大きい。2016 年現在のチェコの 1

病院あたりの精神科病床数は平均 500 床超

で EU で最大規模であり 12）、人口 10000

人あたりの精神科病床数は 8.8-10.0 床、平

均入院日数は 115 日（いずれも 2012 時

点）である 13）。Winkler et al.(2016)はこ

うした環境下で、地域社会には代替となる

サービスがないため人々は過剰なほど長期

間精神科病院に入院していると述べ、脱施

設化を成功させるためには、医療機関内外

のサービスの調整と協力、ケースマネジメ

ント、適切に監督された住居が必要な要素

であると指摘している。 

このようなチェコの状況は、日本におけ

る「社会的入院」現象への問題意識の高ま

りとその後の精神保健福祉改革が目指す地

域支援システムと一致する。さらに

Winkler et al.(2016)では対象者の約

20％、樋口＆ 林 (1996)では約 40％の対

象者が死亡による退院であったことも、看

過できない深刻な共通点である。本レビュ

ーと取り上げた日本の 2 つの研究は日本の

「社会的入院」が精神科医療の中で問題視

され始めた 1980-90 年代に実施されてい

る。研究方法はやや厳密さが欠けるもの

の、統合失調症をもつ人が長期入院を経て

も地域に定着できる可能性を示唆してい

る。当時の日本の地域ケアシステムは現在

と比べても非常に貧弱であったが、それで

も追跡から 6 年後の時点で半数程度の人は

再入院していなかった。また外来通院のみ

でまったく心理社会的支援をうけていなく

ても、退院前後の入院日数は退院後のほう

が減少していた。こうした国内データが

1990 年代に示されていながら、現在の日

本の人口 10000 人あたりの精神科病床数

は 24.8 床 14）、平均入院日数は 277 日 15）

であり、いずれもチェコを大きく上回って

いる。30 年近くたっても地域ケアが十分

に推進されていないことを日本の精神科医

療の関係者は今一度認識する必要がある。

また日本で地域ケアを推進するにあたりど

のような障壁があったのかを明らかにする

ことは、今後地域ケアシステムの構築をめ

ざす国々にとって有用であるかもしれな

い。 

また、本レビューで取り上げた 5 編のう
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ち樋口＆ 林 (1996)を除いて脱施設化後の

当事者の社会参加状況（就労/就学）につ

いて言及している論文はなかった。パーソ

ナルリカバリーの概念が国際標準になりつ

つある現在、再入院のみを精神科医療や地

域支援の転帰とすることでは不十分であ

る。将来実施されるコホート研究では医療

と地域生活を連続的に観察できるような枠

組みが求められる。 

日本はこれまで長期入院患者の転帰の予

測について、英国の Taps study16）など西

欧や米国を参考にしようと試みてきた。し

かしこれらの地域は 30-40 年前に脱施設化

を達成し、地域ケアシステムがすでに機能

している国々であり、こうした国々から得

られる知見をそのまま日本の制度改革に適

用しようとすることに対し、批判的な意見

が散見された。他方、本レビューの実施に

よって地域も歴史も異なる東欧やイスラエ

ル国と日本が同時代に同じ「長期入院患者

の地域移行とその後の地域生活支援の実

現」という課題を共有していることが示さ

れた。今後は西欧諸国からの学びに加え

て、こうした国々との情報交換をより活発

に行うことが、それぞれの国にあったより

良い地域ケアシステムが実現に寄与すると

考えられる。 
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Psychiatry, 162 (suppl.19), 18-24. 
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Figure 1 Flow diagram of the literature search   
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Table 1 Risk of Bias assessed using ROBINS-I 
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Table 2 Description of including studies 

 

著者 年 対象国 対象者数
過去の

平均入院回数

過去の

平均入院日数
分析対象となった対象者の属性 アウトカム 追跡期間 追跡率 再入院率

Okin, et

al
1995 米国 n=72 4.4 184.6 月

・1980年から1986年に州立病院を退院したもの

・70%が統合失調症（DSM-Illによる）

・平均年齢37.6士 14.2歳

・男性31名、22名

・再入院率

・再入院回数

・地域での居住形態

・Multi-function needs assessment (MFNA）に

よる社会的機能評価

4-10年 74% 54.7%

Marom,

et al
2005 イスラエル n=108 7.5 ± 7.3 NA

・1993年3月から1994年9月までに新規に精神科急

性期病棟に入院したもの

・86.1％が統合失調症

・The mean age was 35.4士 10.8歳

・男性61名、女性47名

・指標入院からの再入院、再々入院までの期間

・精神科への総入院回数および総入院期間

・Brief psychiatric rating scale (BPRS)を用いた

精神症状評価

・Five-minute speech sample(FMSS)を用いた

家族の感情表出評価

7年 100% 63.9%

Winkler,

et al
2016 チェコ共和国 n=2197 NA NA

・1998年1月1日から2012年12月31日の間に精神

科病院に1年以上入院したのち退院したもの全員

・診断が統合失調症の成人患者

・再入院率 1年 100% 16.2%

樋口・林 1996 日本 n=43 4.8 3,019日

・1986年から1990年の間に公立の精神科病院を退

院し、退院後も同じ病院で外来診療を継続したもの

・診断が統合失調症のもの

・再入院率

・退院後の居住形態と就労状況
4-8年 100% 51.2%

緒方ら 1997 日本 n=4 NA 543 ± 150日

・1988年1月から1993年12月の間に精神科病院を

退院し、精神科リハビリテーションプログラムを受

けなかったもの

・発症から3回以上入院経験のある統合失調症患者

・再入院率 2年 100% 100%
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厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 
精神保健・福祉に関するエビデンスのプラットフォーム構築及び 
精神科長期入院患者の退院促進後の予後に関する検討のための研究 

分担研究報告書 

 

精神保健医療福祉に関するエビデンスの提供と普及を目指した 

WEB ページの構築と運用 

 

研究分担者：山口創生 （国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所） 

研究協力者：五十嵐百花、川口敬之（国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所）、

板垣貴志、佐々木奈都記（株式会社アクセライト） 

要旨 

本研究の目的は、国内の実践家が効果的な実践を行うための支援ツールとして、国内

外の Evidence based practice（EBP）に関する情報を容易に入手することが可能な日

本語プラットフォームの構築を行うことである。今年度は、Web サイトの構造および持

続可能性を踏まえた運用方法の検討を行った。具体的には、閲覧者の属性や閲覧目的に

応じて、コンテンツへの入り口を 2 つ配し、閲覧者が求める情報にたどり着きやすいシ

ンプルな構造を設計した。この成果物として、Web サイト「こころとくらし」

（https://cocokura.ncnp.go.jp/）を開発し、令和 3 年 7 月に公開した。 

サイトの持続可能性を踏まえた運用にあたり，コンテンツの追加作業が必要とされた

が、作業の頻度を半年に 1 回としたことで、無理なく実施可能であった。また、無料の

アクセス解析ツールを用いた運用は、サイトの利便性の向上だけでなく、コスト面にお

いても有効であった。さらに、サイト制作を担当する研究協力者との連携体制は、多数

のコンテンツを有するサイト運用や、サイトの利活用に関する新たな戦略の推進のため

に必要不可欠であった。加えて、サイトの安全な運用のために，先行する情報プラット

フォームを参考に、リンク・著作物使用手続きに関するページを作成した。 

本研究により見出された工夫点は、他分野における情報プラットフォーム構築を目指

す今後の研究に貢献する基礎情報となり得る。今後も閲覧状況に応じたコンテンツの追

加を行うなどして、広く利用されるように、サイトのアップデートおよび運用を行って

いく。 

A. 研究の背景と目的 

本研究の目的は国内の実践家が効果的な

実践を選択するためのツールとして、また

当事者や家族が自身に関連する支援技法を

主体的に検討する助けとして、国内外の

Evidence based practice（EBP）に関する

情報が容易に入手可能な日本語プラットフ

ォームの構築を行うことである。令和元年

度は Web サイトの基礎設計や主軸となる

コンテンツを検討し方針を固めた。この方

針に沿って、令和 2 年度では支援技法の紹

介ページおよびエビデンス等の説明ページ

の作成を行った。本稿では、令和 3 年 7 月

に Web サイト「こころとくらし-精神障害

当事者の地域生活にかかわる研究結果紹介

サイト-Evidence based Information site 

on community lives for people with 

mental illness（略称：ここくら）」

（https://cocokura.ncnp.go.jp/）を公開す

るにあたり、サイト構造および持続可能性

を踏まえた運用方法の検討を行ったため報

告する。 
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なお、本分担研究班は藤井分担研究班と

合同で作業を進めた。サイトコンテンツの

作成と掲載、およびサイト閲覧者の反響に

ついては、同分担研究班の報告書も合わせ

て参照されたい。 

 

B. 方法 

1. サイト構造の検討 

令和元年度に実施したグループインタビ

ューの結果を踏まえて、サイト構造を検討

した。インタビューテーマは「支援技法の

エビデンスに関する Web サイトがあると

したら、どのような形式での情報提示が望

ましいか」であり、精神障害の当事者、家

族、精神保健医療福祉に関わる実践家、行

政職員、研究者の計 35 名が参加した。こ

の結果、すべての属性から段階的な情報の

提示が有用であるとの意見が寄せられたた

め、閲覧者の属性や目的に応じた「段階的

な情報の提示」を、サイト構造の方針とし

た。なお、インタビュー結果を踏まえたサ

イトのコンテンツ作成方法に関する検討内

容は昨年度報告した。 

サイト構造の検討および設計は、精神保

健領域の研究者 4 名で実施した。経験年数

の内訳は 1 年 1 名、9 年 1 名、15 年以上 2

名であった。 

 

2. 運用方法の検討 

持続可能性を踏まえたサイトの運用方法

として、①コンテンツの追加作業の検討、

②サイト制作を担当する研究協力者との連

携、③リンク・著作物使用手続きに関する

ページの追加の 3 点が必要であると申し合

わされた。 

①コンテンツの追加作業の検討 

サイトのコンテンツについては、昨年度

のうちに、Cochrane review の PLS 和訳

作業および支援技法説明ページ作成に関す

る検討がなされ、具体的方法について報告

した。令和 3 年度は、サイト公開後に永続

的に行うコンテンツ追加作業の実施方法に

ついて検討を行った。 

②研究協力者との連携 

サイトの利便性の向上や信頼性の高い情

報発信のために、サイトの閲覧状況の把握

と分析を行うことが必要とされた。これに

ついて、サイト制作を担当する研究協力者

に対し、協力・連携を依頼した。 

③リンク・著作物使用手続きに関するペー

ジの追加 

閲覧者の利用目的が多様であることが想

定されたため、サイトの安全な運用のため

に、リンクや著作物使用に関するルールを

提示する必要があった。これに対し、先行

する情報プラットフォーム「eJIM」の運

営者である大野智教授（島根大学）に協力

を依頼した。 

 

C. 結果／進捗 

1. サイト構造の検討 

サイト構造の方針を踏まえて、サイト構

造を設計した（資料 1）。サイトのトップ

ページには実践家向けの入り口と、当事

者・家族向けの入り口を配し、閲覧者が求

める情報にたどり着きやすいシンプルな構

造を軸として設計した（資料 2）。具体的

に、「支援技法から探す」は調べたい支援

技法の名前がすでに分かっている閲覧者向

けの入り口であり、主に専門家の利用が想

定されている。クリックすると、支援技法

の名称が記されたボタンがあいうえお順に

並んでおり、目的の支援技法のページに移

動することができる（資料 3）。「疑問や関

心事から探す」は、主に当事者や家族向け

の入り口であり、提示されている疑問や関

心事のボタン一覧から、関連する支援技法

のページに移動できる（資料 4）。 

その他に、「エビデンスに関する Q&A」

「お知らせ」「この Web サイトについて」

「用語集」「アンケート」「お問い合わせ」

といったページを構成することとした（資
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料 1、資料 2）。また、情報プラットフォー

ムとしての機能を拡張し、他の関連サイト

へのアクセスの利便性を高めるために、リ

ンクのためのバナーをトップページ下部に

配置した（資料 1）。 

 

2. 運用方法の検討 

①コンテンツの追加作業 

持続可能なコンテンツの追加作業のため

に、半年に 1 回程度コクランライブラリー

の再検索を行い、収集された新たなコクラ

ンレビューに基づいて追加の掲載を行うこ

ととした。 

選定したコクランレビューをそれぞれ 1

人が担当し、支援技法そのもののわかりや

すい説明文、コクランレビューの内容の解

説、支援技法のイラスト案を含むページ原

稿を作成した。これを週 1回程度の会議に

かけ、3～4人で意見を出し合い修正を行

った。イラストは著作権の観点から、オリ

ジナルのイラストを作成した。イラスト案

はイラスト作成担当者に伝えられ、下描き

と清書の段階で 2回チェックと修正を行っ

た。令和 4年 5月現在、サイトには 34 の

支援技法、および 2 つの疑問に関するコン

テンツが掲載されている。 

将来的には、科学的根拠が示された支援

技法だけでなく、より実践家になじみのあ

る支援技法の掲載を行うことも申し合わさ

れた。 

②研究協力者との連携 

サイトが広く利活用されるように、分担

研究班でサイトの閲覧状況の把握と分析お

よび解釈を行う必要があった。これに対

し、サイト制作を担当する研究協力者より

紹介された無料のアクセス解析ツール

「Google Analytics」を用いることとし

た。これによって、分担研究班のメンバー

が定期的に閲覧状況を確認でき、日毎のア

クセス回数の推移や、閲覧者がサイトにど

のようにアクセスしたのかについて把握可

能になった。 

また、サイト制作担当の研究協力者によ

るアクセス解析を踏まえた専門的視点によ

る助言がなされた。閲覧時間や、閲覧があ

った都道府県、アクセスが多いページに関

する解析結果が示された。この結果より、

アクセスは主に支援技法のページに集中し

ていることから、研究者や実践家によるア

クセスが多い可能性が推測された。なお、

アクセス解析の詳細およびアンケートの回

答結果は藤井分担班報告書を参照された

い。 

③リンク・著作物使用手続きに関するペー

ジの追加 

協力を依頼した「eJIM」の運営者であ

る大野智教授の助言を踏まえて、リンク・

著作物使用手続きに関するページを作成し

た。分担研究班内では、「eJIM」で提示し

ているページを参考に、「リンクについ

て」「著作物使用（引用・印刷・複製・転

載）について」「著作物使用申込手続きに

ついて 」「免責事項」の項目を設定し、

「お問い合わせ」ページよりリンクするよ

うにサイトのアップデートを行った。 

 

D. 考察 

精神保健福祉に関するエビデンス情報発

信を目的としたサイトの公開にあたり、閲

覧しやすいサイト構造を設計し、信頼性の

高い情報発信ための持続可能な運用方法を

検討した。また、サイトの利便性の向上や

安全面を踏まえたサイトのアップデートを

行った。 

サイト構造については、日常的に研究と

の接点や専門用語の知識がそれほど多くな

い人にいかにわかりやすく情報を伝えるか

かということに工夫が必要であった。サイ

トにおけるアンケートページに基づく結果

より、「探しやすい」と概ね好意的な評価

を得た（藤井分担班報告書参照）。インタ
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ビュー調査を踏まえた方針に基づき、閲覧

者の属性や閲覧目的に応じた入り口を配し

たサイト構造の設計を行ったことが奏功し

たと考える。 

サイトが広く利活用されるためには、永

続的なコンテンツの追加作業に対応するこ

とが必要である。研究業務に従事する研究

員にとって無理がなく、持続可能な運用方

法が求められたが、コンテンツの追加作業

の頻度を半年に 1 回としたことで、実施可

能であった。また、無料のアクセス解析ツ

ールに基づく運用は、コスト面において有

効であった。さらに、研究員はサイト運用

の専門家でないため、30 を超えるコンテ

ンツを有するサイト運用や、サイトの利活

用に関する新たな戦略の推進のために、サ

イト制作担当の研究協力者との連携体制は

不可欠であった。リンク・著作物使用手続

きに関するページ作成を含め、本研究によ

り見出された工夫点は、他分野における情

報プラットフォーム構築を目指す今後の研

究に貢献する基礎情報となり得る。 

分担研究班では、今後も閲覧状況に応じ

たコンテンツの追加を行うなどして、広く

利用されるように、サイトのアップデート

および運用を行っていく。 

 

E. 健康危険情報 

なし 

 

F. 研究発表 

1. 論文発表 

・佐藤さやか・五十嵐百花・川口敬之・藤本

悠・田村早織・小川亮・佐々木奈都記・板

垣貴志・山口創生・藤井千代：精神障害当

事者の地域生活にかかわるエビデンス紹

介サイトの開発とその意義. 臨床精神医

学（印刷中）. 

2. 学会発表 

・佐藤さやか：精神障害当事者の地域生活

にかかわるエビデンス紹介サイトの開発

とその意義．第 46 回 NCNP 精神保健研

究所ランチョンセミナー，NCNP 精神

保健研究所，2022.1.17. 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

なし 

2. 実用新案登録 

なし 

3. その他 

なし
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資料1 サイト構造 
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資料2 トップページの構成 

  

・このWebサイトについて
・⽤語集
・アンケート
・問い合わせ

・⽀援技法から探す
・疑問や関⼼事から探す
・エビデンスに関するQ&A

お知らせ

関連サイトにアクセスする
ためのバナー
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資料3 「⽀援技法から探す」ページ  
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資料4 「疑問や関⼼事から探す」ページおよび関⼼事ページ例 

  

提⽰されている疑問や
関⼼事のボタン⼀覧か
ら、関連する⽀援技法
のページに遷移
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資料5 リンク・著作物使⽤手続きに関するページ 

リンクについて

著作物使⽤（引⽤・印刷・
複製・転載）について

著作物使⽤申込
手続きについて

免責事項
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厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 
精神保健・福祉に関するエビデンスのプラットフォーム構築及び 
精神科長期入院患者の退院促進後の予後に関する検討のための研究 

分担研究報告書 

 

精神保健医療福祉システムのステークホルダーが求める 

エビデンスの提示方法に関する検討 

 

研究分担者：藤井千代 （国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所） 

研究協力者：五十嵐百花、川口敬之、山口創生（国立精神・神経医療研究センター精神保健

研究所）、板垣貴志（株式会社アクセライト） 

要旨 

本研究では、エビデンスを紹介する Web サイトについて、精神保健福祉システムの

ステークホルダーがどのような表現や形式での情報掲載を望んでいるかを調査した。調

査結果を基にサイト（「こころとくらし」、https://cocokura.ncnp.go.jp/）を開発し、令

和３年７月に公開した。サイトでは、地域精神保健で用いられる支援技法のエビデンス

紹介ページ、エビデンスに関する Q&A ページの他、サイトの概要説明のページ、用語

集、アンケート、お問い合わせの各ページを作成し掲載した。令和４年５月現在、34 の

支援技法、および 2 つの疑問についてエビデンス情報を掲載中である。 

サイト閲覧者の反響について、アンケートの集計、および Google Analytics によるア

クセス解析により調査した。アンケートはこれまでに 13 件の回答が寄せられ、そのう

ち 7 割の回答者がサイトの情報は探しやすくわかりやすいと評価した。サイトの活用法

として、「支援に関する意見を言いやすくなりそう」「支援に関して周囲の人と相談しや

すくなりそう」といった回答が多かった。サイトの現在までの総 PV 数は 3.8 万、ユー

ザー数 9,899 であり、アクセスは漸増傾向である。公開直後から約 5 ヶ月を対象に行っ

た解析では、他サイトのリンクからの訪問が 63％、検索エンジンからの訪問が 26％で

あり、主要な利用者は精神保健に携わる関係者と推察され、一定数のリピーターも確認

された。エビデンス情報をわかりやすく伝えるという目的を「こころとくらし」が果た

し得ることが確認された。今後はサイトの周知やアンケート集計・アクセス解析、およ

びサイトの修正を継続し、サイトの充実と利用者の増加を目指す。 

A.研究の背景と目的 

本研究の目的は、効果的な実践に関する

情報を発信するための Web サイトについ

て、国内の精神保健福祉システムのステー

クホルダーがどのような表現や形式での情

報掲載を望んでいるかを探索することであ

る。令和元年度は当事者、家族、支援者、

行政職員、研究者の属性をもつ者、合計

35 名にグループインタビューを行い、最

初にイラスト等を用いて簡単に説明してほ

しい、その上で詳細をできるだけ数値を使

わずに説明してほしい、という希望があっ

た。こうした意見を反映し、令和２年度よ

り Web サイト「こころとくらし-精神障害

当事者の地域生活にかかわる研究結果紹介

サイト-Evidence based Information site 

on community lives for people with 

mental illness（略称：ここくら）」

（https://cocokura.ncnp.go.jp/）を作成

し、令和３年７月にサイトを公開した。 
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なお、本分担研究班は山口分担研究班と

合同で作業を進めた。本稿では、サイトコ

ンテンツの作成と掲載、およびサイト閲覧

者の反響について報告する。サイトの構造

等については、同分担研究班の報告書も合

わせて参照されたい。 

 

B.方法 

１．エビデンス紹介ページの作成 

 地域精神保健で用いられる支援技法を取

り上げ、１支援技法につき１ページ、エビ

デンスを紹介するページを作成した。「入

院は短いほうがいいの？」などの疑問につ

いても、同様にエビデンス紹介ページを作

成した。まず先頭に支援を具体的に想起さ

せるイラストを表示した（資料 1）。次に

支援技法について、研究者以外には馴染み

が薄いと思われる用語や言い回しは可能な

限り排して簡潔に説明した。 

続くエビデンス紹介部分（資料 2）は、

コクランレビューの基礎情報を示した表、

コクランレビューの結果の早見表とその説

明、留意点の説明、引用情報で構成した。

早見表では、精神症状・入院率などのアウ

トカムごとに改善・減少などの言葉を用い

て結果が示され、肯定的な結果には笑顔の

アイコン（緑）、群間に差がなかった場合

は無表情のアイコン（黄）を添えるなど、

情報を把握しやすくする工夫を行った。表

の下部では、表で示されている内容につい

て、改めて言葉で説明した。留意点ではレ

ビューの限界について述べ、引用情報では

コクランジャパンのサイトへのリンクを張

った。 

２．Q&A ページの作成 

  エビデンスという言葉の意味や、よく

ある疑問に対する回答を掲載した「エビデ

ンスに関するQ&A」というページを作成

した（資料3）。グループインタビューで明

らかになった、ステークホルダーが持つエ

ビデンスへの抵抗感をできる限り払拭し、

エビデンスをどのように解釈し利用するべ

きかについて、指針を示すような内容を心

掛けてページを作成した。「エビデンスと

は何ですか？」「なぜ「エビデンス」に基

づいた支援をしなくてはいけないのです

か？」といった質問に答える形式とし、読

みやすさとわかりやすさを重視した。 

３．その他のページの作成 

 「この Web サイトについて」、「用語

集」、「アンケート」、「お問い合わせ」の各

ページを作成した。「この Web サイトにつ

いて」では、サイトの目的や活用例に加

え、エビデンス紹介ページの早見表の見方

を掲載した。「用語集」では、市民に馴染

みがないと思われる「アウトカム」「組み

入れ研究（数）」などの用語を説明した。

「アンケート」では閲覧者の属性や、サイ

トの使いやすさ・感想を聞き取るためのフ

ォームを用意した。 

４．アンケート集計およびアクセス解析 

 アンケートに寄せられた回答を集計し

た。また、Google Analytics を用いてサイ

トのアクセス解析を行った。 

 

C.結果／進捗 

令和３年７月に「こころとくらし」Web

サイトを一般公開した。令和４年５月現

在、34 の支援技法、および 2 つの疑問に

ついてエビデンス紹介ページが公開されて

いる。グループインタビュー参加者を招い

た報告会や学会発表、その他関係団体への

広報、関係サイトとの相互リンクなどを行

い、現在の総閲覧回数は 3.8 万回、ユーザ

ー数は 9,899 である。 

１．アンケート集計 

アンケートには 13 件の回答が寄せられ

た（資料 4）。回答者の属性は当事者（8

人、62％）が最も多く、年齢は 50 代が最

も多かった（6 人、46％）。約７割の回答

者が、サイト内の情報は探しやすく（とて

も探しやすい・探しやすい：9 人、



- 27 - 

 

69％）、わかりやすい（とてもわかりやす

い・わかりやすい：10 人、77％）と評価

した。サイトが科学的根拠の理解に役立っ

たと回答した人は 8 人（62％）で、活用の

仕方としては「支援に関する意見を言いや

すくなりそう」、および「支援に関して周

囲の人と相談しやすくなりそう」が同数で

多かった（5 人、38％）。一方でサイトへ

の要望は、「科学的根拠にもとづく支援を

提供している医療機関や事業所について具

体的な情報を載せてほしい」（はい：12

人、92％）、「支援に関する法律や制度など

に関する情報を載せてほしい」（10 人、

77％）、「統合失調症、双極性障害、大うつ

病以外の疾患に関する情報も載せてほし

い」（10 人、77％）といった意見が多かっ

た。 

２．アクセス解析 

「こころとくらし」の利用実態を調べる

ため、Google Analytics を用いたアクセス

解析を実施した。アクセス解析対象期間は

2021/7/01～2021/12/31 とした。この期間

中の主なイベントは、7/13 にサイト公開、

10/11 頃に他サイト（eJIM, Cochrane 

Japan, ReMHRAD, WAM NET）との相互

リンク掲載、12/11 に学会発表があった。 

この期間中の PV 数は 12,152、ユーザー

数 2,628、セッション数 3,466、エンゲー

ジ（サイト上でのユーザーの操作）のあっ

たセッション数 2,096 であった。1 日平均

に変換すると PV 数 66.4、ユーザー数

14.4、セッション数 18.9、エンゲージのあ

ったセッション数 11.5 であり、経時的な

推移では 10 月以降のユーザーの増加が特

徴的であった。1 ユーザーあたり、0.8 の

エンゲージのあったセッションがあり、平

均エンゲージメント時間が 1 分 26 秒、エ

ンゲージメント率は 60.5％であった。利用

者地域は 98％日本国内からの利用であ

り、都道府県別のアクセスは東京

（24％）、神奈川（11％）、大阪（10％）

であった。新規ユーザーに対するリピータ

ーの割合は約 13%、ユーザーの利用環境と

してはデスクトップが 64％、モバイル端

末からアクセスするユーザーが 34％、タ

ブレットが 2％となっており、チャンネル

別アクセスとしては、Referral（他サイト

のリンクからの訪問）が 63％、Organic 

search（検索エンジンからの訪問）が

26％、利用ブラウザは Chrome が 34%、

Edge が 30%、Safari が 21%となってい

た。各ページのアクセス解析では、PV 数

上位は「トップページ」、「支援技法から探

す」、「疑問や関心事から探す」でありこの

3 ページで総アクセスの 53％を占めてい

た。 

 

D.考察 

 アンケートの回答から、サイトは情報が

探しやすくわかりやすいと、閲覧者に好意

的に評価されていた。また、過半数の回答

者がサイトは科学的根拠の理解に役立った

と回答し、エビデンス情報をわかりやすく

伝えるという目的を「こころとくらし」が

果たし得ることが確認された。論文等のエ

ビデンス情報に触れる機会が少ないと思わ

れる当事者の目線から、サイトのエビデン

ス情報を見ることで「支援に関する意見を

言いやすくなりそう」「支援に関して周囲

の人と相談しやすくなりそう」という声が

聞かれたことは、サイトの意義を裏付ける

結果であった。 

アクセス解析では、利用者はほぼ国内か

らのアクセスであり、都道府県別のアクセ

ス数割合が概ね都道府県の人口比率を反映

している事、利用者の環境としてデスクト

ップが多く利用ブラウザが Chrome、

Edge が多い事、チャンネル別アクセスと

して Referral が 63％を占めることから、

この期間中の主要な利用者は精神保健に携

わる関係者で、本サイトの広報活動に反応

した利用と推察された。13％と一定のリピ
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ーターがいることから、掲載コンテンツの

有用性を感じる利用者が一定数存在するこ

とが示唆される。今後、コンテンツが充実

し本サイトの認知度が高まる事で、検索由

来のアクセスが増加する事が見込まれる。 

今後は多くの人にサイトを活用してもら

うことを目標に、論文等を通して引き続き

サイトの周知を行う予定である。また、継

続的にアンケートの分析やアクセス解析を

行い、掲載コンテンツの評価や改善方針に

ついての基礎資料を得る。そのうえで、エ

ビデンスに関する新しい情報、およびユー

ザーの声の反映のために、半年に一回程度

を目安にサイトの修正を行い、より充実し

たサイトを目指す。 

 

E.健康危険情報 

なし 

 

F.研究発表 

1.論文発表 

・Igarashi M, Yamaguchi S, Kawaguchi 

T, Ogawa M, Sato S, Fujii C. Outcomes 

frequently specified in Cochrane 

reviews of community-based 

psychosocial interventions for adults 

with severe mental illness: A 

systematic search and narrative 

synthesis. Neuropsychopharmacol Rep. 

41: 459-463. 2021 DOI: 

10.1002/npr2.12216 

・佐藤さやか：精神障害者の地域生活に関

する研究紹介サイトについて．心と社

会，187：97-102，2022.3. 

2.学会発表 

・佐藤さやか・川口敬之・五十嵐百花・小

川亮・山口創生・藤井千代：精神障害当

事者の地域生活にかかわる研究結果紹介

サイト「こころとくらし（略称：ここく

ら）」の開発．第 28 回日本精神障障害者

リハビリテーション学会，愛知大会, オ

ンライン, 2021.12.11. 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得 

なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

なし
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資料 1 認知行動療法のエビデンス紹介ページ (1) 
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資料 2 認知行動療法のエビデンス紹介ページ (2) 
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資料３ エビデンスに関する Q&Aページ 
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資料 4 アンケート集計結果 
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令和４年４月１５日 
厚生労働大臣  

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長） 

 国立研究開発法人 
機関名 国立精神・神経医療研究センター 

所属研究機関長 職 名 理事長 

氏 名 中込 和幸 

次の職員の令和 3 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 障害者政策総合研究事業  

２．研究課題名 精神保健・福祉に関するエビデンスのプラットフォーム構築及び精神科長期入院患者 

の退院促進後の予後に関する検討のための研究 

３．研究者名  （所属部署・職名）精神保健研究所地域・司法精神医療研究部 ・ 臨床援助技術研究室長 

 （氏名・フリガナ）佐藤 さやか ・ サトウ サヤカ 

４．倫理審査の状況 

該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み 審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
□ ■ □ □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ■ □ □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
□ ■ □ □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称： ） 
□ ■ □ □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項） 

（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由： ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：  ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由： ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容： ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。





令和４年４月１５日 
厚生労働大臣  

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長） 

 国立研究開発法人 
機関名 国立精神・神経医療研究センター 

所属研究機関長 職 名 理事長 

氏 名 中込 和幸 

次の職員の令和 3 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 障害者政策総合研究事業  

２．研究課題名 精神保健・福祉に関するエビデンスのプラットフォーム構築及び精神科長期入院患者 

の退院促進後の予後に関する検討のための研究 

３．研究者名  （所属部署・職名）精神保健研究所地域・司法精神医療研究部・精神保健サービス評価研究室長 

 （氏名・フリガナ）山口 創生 ・ ヤマグチ ソウセイ 

４．倫理審査の状況 

該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み 審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
□ ■ □ □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ■ □ □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
□ ■ □ □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称： ） 
□ ■ □ □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項） 

（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由： ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：  ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由： ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容： ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



令和４年４月１５日 
厚生労働大臣  

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長） 

 国立研究開発法人 
機関名 国立精神・神経医療研究センター 

所属研究機関長 職 名 理事長 

氏 名 中込 和幸 

次の職員の令和 3 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 障害者政策総合研究事業  

２．研究課題名 精神保健・福祉に関するエビデンスのプラットフォーム構築及び精神科長期入院患者 

の退院促進後の予後に関する検討のための研究 

３．研究者名  （所属部署・職名） 精神保健研究所 ・ 地域・司法精神医療研究部長 

 （氏名・フリガナ） 藤井 千代 ・ フジイ チヨ 

４．倫理審査の状況 

該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み 審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
□ ■ □ □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ■ □ □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
□ ■ □ □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称： ） 
□ ■ □ □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項） 

（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由： ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：  ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由： ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容： ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。


